
国民健康保険特別会計 

 

１ 概  要 

平成３０年度における東郷町国民健康保険特別会計の歳入決算額は、３，６４１，

５４６千円で、前年度に対して４９０，３３５千円（１１．９％）の減収となった。 

主な収入を前年度と比較するとその増減額（伸率）は、国民健康保険税△２８，０

８８千円（△３．４％）、県支出金２，２１２，７３７千円（１，２９１．８％）、繰

入金７８，８８８千円（２２．１％）となった。国庫支出金△７０６，１０７千円、

療養給付費交付金△４０，８８０千円、前期高齢者交付金△１，１６２，８３９千円、

共同事業交付金△８３３，３６３千円は皆減となった。 

歳出決算額は３，５６２，３７１千円で、前年度に対して４９４，４７１千円（１

２．２％）の減額となった。 

主な支出を前年度と比較するとその減額（伸率）は、保険給付費△１３２，３９８

千円（△５．３％）、保健事業費△４，０９８千円（△１２．４％）となった。 

  平成３０年度から国民健康保険が都道府県単位に広域化されたことに伴い、歳入歳

出の科目構成が変更となったことで、各区分間で大幅な増減が生じた。  

 

⑴ 歳入歳出決算額                         （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

歳 入 総 額 3,641,546 4,131,881 △490,335 △11.9 

歳 出 総 額 3,562,371 4,056,842 △494,471 △12.2 

歳入歳出差引額 79,175 75,039    

 

⑵ 被保険者数の状況                         （単位：人） 

区  分 平成３０年度末 平成２９年度末 増減 

全 体 7,834  8,290  △ 456 

  0～18 歳 771  848 △ 77 

  19～64 歳 3,378  3,589  △ 211 

  65～74 歳 3,685  3,853  △ 168 

一般被保険者 7,825  8,226  △ 401 

退職被保険者 9 64  △ 55 

介護 2 号被保険者 2,336  2,452  △ 116 

 



２ 歳  入 

平成３０年度の歳入決算額は３，６４１，５４６千円で、前年度に対して４９０，

３３５千円（１１．９％）の減収となった。 

 その主な内容は、国民健康保険税が７９７，９７７千円で全体の２１．９％を占め、

県支出金が２，３８４，０２９千円（６５．５％）、繰入金が４３６，６４８千円（１

２．０％）となっている。 

 

⑴ 歳入決算額                      （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 国民健康保険税 797,977 826,065 △28,088 △3.4 

２ 県支出金 2,384,029 171,292 2,212,737 1291.8 

３ 財産収入 27 34 △7 △20.6 

４ 繰入金 436,648 357,760 78,888 22.1 

５ 繰越金 0 20,000 △20,000 皆減 

６ 諸収入 22,865 13,541 9,324 68.9 

 国庫支出金 0 706,107 △706,107 皆減 

 療養給付費交付金 0 40,880 △40,880 皆減 

 前期高齢者交付金 0 1,162,839 △1,162,839 皆減 

 共同事業交付金 0 833,363 △833,363 皆減 

合  計 3,641,546 4,131,881 △490,335 △11.9 

※ 国民健康保険の広域化に伴い国庫支出金、療養給付費交付金、前期高齢者交 

付金及び共同事業交付金は、県の歳入となったことで廃止された。 



⑵ 国民健康保険税調定額内訳（現年度分）           （単位：千円） 

区  分 
医療給付費分 後期高齢者支援金分 介  護 

納付金分 
合計 

一般 退職 一般 退職 

算出税額 706,710 4,259 189,152 1,138 59,455 960,714 

  所得割額 373,506 1,494 99,720 394 31,663 506,777 

  資産割額 0 0 0 0 0 0 

  均等割額 211,204 1,594 55,932 422 18,007 287,159 

  平等割額 122,000 1,171 33,500 322 9,785 166,778 

7･5･2 割軽減額 △70,049 △530 △18,802 △142 △5,671 △95,194 

減 免 額 △1,608 0 △430 0 △32 △2,070 

限度超過額 △36,654 △139 △7,376 △2 △1,387 △45,558 

増 減 額 △11,976 △1,805 △3,572 △497 △1,748 △19,598 

合 計 586,423 1,785 158,972 497 50,617 798,294 

１人 
当たり 

30 年度 75 198 20 55 22 102 

29 年度 74 87 19 23 21 99 

 

⑶ 収納状況                        （単位：円、％） 

区  分 調定額 収入済額 不納欠損額 
収納率 

30 年度 29 年度 

一般分 
現年度分 795,582,786 762,509,803 31,700 95.84 95.47  

滞納繰越分 119,956,706 32,680,287 16,022,668 27.24 29.89  

退職分 
現年度分 2,711,614 2,696,277 0 99.43 97.29  

滞納繰越分 883,639 90,623 0 10.26 35.81  

小計 
現年度分 798,294,400 765,206,080 31,700 95.86 95.49  

滞納繰越分 120,840,345 32,770,910 16,022,668 27.12 29.94 

合  計 919,134,745 797,976,990 16,054,368 86.82 86.29  

 



３ 歳  出 

平成３０年度の歳出決算額は３，５６２，３７１千円で、前年度に対して４９４，

４７１千円（１２．２％）の減額となった。 

 その主な内容は、保険給付費が２，３４６，２３８千円で全体の６５．９％を占

め、国民健康保険事業費納付金が１，１１５，３０７千円（３１．３％）となって

いる。 

 

⑴ 歳出決算額                      （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 総務費 17,042 21,778 △4,736 △21.7 

２ 保険給付費 2,346,238 2,478,636 △132,398 △5.3 

３ 国民健康保険事業費納付金 1,115,307 0 1,115,307 皆増 

４ 共同事業拠出金 193 830,215 △830,022 △99.9 

５ 保健事業費 28,831 32,929 △4,098 △12.4 

６ 基金積立金 27 34 △7 △20.6 

７ 諸支出金 54,733 37,655 17,078 45.4 

８ 予備費 0 0 0 － 

後期高齢者支援金等 0 486,807 △486,807 皆減 

前期高齢者納付金等 0 1,766 △1,766 皆減 

老人保健拠出金 0 8 △8 皆減 

介護納付金 0 167,014 △167,014 皆減 

合   計 3,562,371 4,056,842 △494,471 △12.2 

※ 国民健康保険の広域化に伴い、高額医療費及び保険財政安定化に係る共同事 

業拠出金は廃止された。 

また、後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等及び介護納付金は、新たに 

創設された国民健康保険事業費納付金の一部となったことで廃止された。 

 

⑵ 保険給付の状況                      （単位：件、千円） 

区      分 受診件数 費用額 保険者負担分 本人負担分 他法負担分 

療養給付費 139,338 2,791,272 2,044,318 637,442 109,512 

  一般分 138,369 2,767,650 2,027,735 632,336 107,579 

  退職分 969 23,622 16,583 5,106 1,933 

療養費 3,249 24,756 18,189 5,263 1,304 

  一般分 3,236 24,661 18,122 5,243 1,296 

  退職分 13 95 67 20 8 

合  計 142,587 2,816,028 2,062,507 642,707 110,816 



⑶ 医療費の内訳                     （単位：件、千円） 

区  分 
一般分 退職分 合計 

件数 費用額 件数 費用額 件数 費用額 

療養給付費 138,369 2,767,650 969 23,622 139,338 2,791,272 

  入    院 1,525 921,787 24 8,959 1,549 930,746 

  外    来 75,116 1,092,379 506 8,209 75,622 1,100,588 

  歯    科 20,504 237,882 106 1,695 20,610 239,577 

  調    剤 41,029 456,166 309 3,106 41,338 459,272 

  食事療養 
 

38,462 
 

631 
 

39,093 

  訪問看護 195 20,974 24 1,022 219 21,996 

療養費 3,236 24,661 13 95 3,249 24,756 

  補装具 138 3,735 3 74 141 3,809 

  柔道整復師 2,803 16,305 10 21 2,813 16,326 

  鍼灸など 295 4,621 0 0 295 4,621 

合  計 141,605 2,792,311 982 23,717 142,587 2,816,028 

１人 
当たり 

30 年度 18 357 109 2,635 18 359 

29 年度 18 357 36 843 18 361 

 

⑷ その他の給付                           （単位：件、千円） 

区  分 
平成３０年度 平成２９年度 

件数 給付費 件数 給付費 

高額療養費 4,901 256,505 4,858 259,162 

出産育児一時金 23 9,644 38 15,928 

葬祭費 44 2,200 37 1,850 

事業の内容については、次ページ以降のとおりである。 



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

総務管理費

 1 一般管理費

 1

14,063,000

13,219,783

17,599,794

75.1

01 01 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

国民健康保険一般管理事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険団体連合会等

　国民健康保険事務を適正かつ円滑に処理するとともに、国民健康保険医療費の適正化を図りま
す。

17,599,794 13,219,783 円円

国民健康保険一般管理事業
　⑴　一般事務費の支出
　　　レセプト点検事務等にかかる臨時職員賃金、高齢受給者証等郵送料、電算システム改修委託料・電算システム
　　保守委託料を支出しました。
　⑵　愛知県国民健康保険連合会への支出
　　　連合会負担金、共同電算処理システム負担金、レセプト点検記録支払共同処理委託料、保険給付等通知書作成
　　委託料、国保総合システム分担金を支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

年間レセプト(診療報酬明細書)
件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

152,310.00

144,277.00

件

件

件

件

160,204.00

164,500.00

件

件件

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

徴収費

 1 賦課徴収費

 2

3,795,000

2,974,775

3,675,184

80.9

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

01 02 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

国民健康保険徴税事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険納税義務者（世帯主）

　国民健康保険税の適正で公正な賦課徴収を行い、国民健康保険財政の財源を確保します。

3,675,184 2,974,775 円円

国民健康保険徴税事業
　国民健康保険税の賦課徴収事務について、主に次の事務を行いました。
　⑴　収納事務について収納課と連携し、滞納に係る収納事務の効率化を図りました。
　⑵　督促状の通知、催告状の通知、口座振替の推進、滞納整理（電話催告）等を実施しました。
　⑶　「現年度の収納率向上対策」等を定め、収納率の向上を図りました。
　⑷　保険税未納者に対して短期保険証を活用し、３か月ごとの更新時に収納課と連携し、納税相談を行いました。
　⑸　夜間・休日納税窓口相談を５月、７月、11月、２月の年４回実施しました。
　⑹　非自発的失業者に対する軽減を適用し、失業者に対する保険税の負担軽減を図りました。
　⑺　高額な滞納者を地方税滞納整理機構に委託し引き継ぐことにより、収納率の向上を図りました。
　⑻　悪質と思われる滞納者に対して財産調査を実施し、財産の差押えを行いました。
　⑼　現年度分のみの未納者に対して電話催告を11月、２月、３月の年３回実施し、現年度分の収納率向上に取り
　　組みました。
　⑽　現年度課税分でクレジットカード収納を導入しました。

平成 年度

平成 年度

平成 年度

人

国民健康保険被保険者数（年度
平均）

8,600.00

8,133.00

個別計画による目標値
はありません。

％

現年課税分収納率

収入済額÷調定額×100

94.50

95.00

94.00

95.49

95.86

愛知県が示す保険者規
模別目標収納率を参考
に、前年度実績値と比
較して設定する。

人

人

人

人

％

％

％

％

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

95.16
％

94.97
％

93.50
％

9,408.00
人

9,100.00
人

人指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

運営協議会費

 1 運営協議会費

 3

239,000

218,128

218,128

100

01 03 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

国民健康保険運営協議会事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険運営協議会委員

　国民健康保険法第11条の規定に基づく国民健康保険運営協議会を適正に開催するとともに、国
民健康保険事業が健全かつ円滑に運営されるようにします。

218,128 218,128 円円

国民健康保険運営協議会事業
　国民健康保険運営協議会を開催しました。
　⑴　開催回数　４回（６月13日、８月１日、12月19日、１月30日）
　⑵　委 員 数　９名（公益代表３名、保険医・医薬剤師代表３名、被保険者代表３名）
　⑶　任　　期　平成29年５月１日～平成31年４月30日

個別計画による目標値
はありません。

運営協議会開催回数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

回

4.00

4.00

回

回

回

回

3.00

3.00

回

回回

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

趣旨普及費

 1 趣旨普及費

 4

900,000

629,100

285,120

220.6

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

01 04 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

国民健康保険趣旨普及費事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険被保険者

　国民健康保険制度の趣旨普及を図り、被保険者の健康管理意識の向上や保険制度についての理
解を促し、収納率の向上、医療費の抑制が図られるようにします。

285,120 629,100 円円

国民健康保険趣旨普及事業
　国民健康保険制度を理解してもらうため、パンフレットを作成し、被保険者に配布しました。また、ホームペー
ジ、広報紙により制度等の周知を行いました。
　⑴　パンフレット等の作成・配布
　　　国民健康保険制度パンフレット　12,000部
　⑵　広報紙への掲載・広報活動
　　ア　国民健康保険制度の改正（平成30年４月号）
　　イ　国民健康保険税のクレジット収納（平成30年４月号、７月号）
　　ウ　平成30年度国民健康保険税率（平成30年５月号）
　　エ　特定健診（平成30年５月号）
　　オ　国民年金保険料の学生納付特例申請（平成30年５月号）
　　カ　平成30年度の国民年金保険料（平成30年５月号）
　  キ　夜間・休日納税相談窓口（平成30年５月号、７月号、平成31年２月号）
　　ク　医療費の適正化にご協力ください（平成30年５月号、11月号）
　　ケ　高齢受給者証の更新（平成30年７月号）
　　コ　国民年金保険料の減免申請・後納制度（平成30年７月号）
　　サ　年度中に75歳になる人の国民健康保険税（平成30年７月号）
　　シ　ねんきんネット（平成30年９月号、11月号）
　　ス　保険税の還付金詐欺に注意（平成30年10月号）
　　セ　整骨院・接骨院での国民健康保険の受診（平成30年11月号）
　　ソ　国民年金保険料の社会保険料控除（平成30年11月号）
　　タ　20歳になったら国民年金の届け出を（平成31年１月号）
　　チ　４月から産前産後機関の国民年金保険料が減免（平成31年２月号）
　　ツ　国民健康保険税の届け出（平成31年３月号）
　⑶　窓口のチラシ等
　　ア　年金特別徴収のお知らせ
　　イ　平成30年度国民健康保険税等の納期一覧表
　　ウ　国民健康保険税の決め方
　　エ　国民健康保険制度パンフレット

平成 年度

平成 年度

平成 年度

冊

パンフレット作成冊数

12,000.00

12,000.00

個別計画による目標値
はありません。

件

趣旨普及活動件数

パンフレット作成種類数、広報
紙への掲載件数及び広報活動件
数の総計

20.00

20.00

18.00

20.00

23.00

前年度実績

冊

冊

冊

冊

件

件

件

件

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

20.00
件

18.00
件

27.00
件

12,200.00
冊

18,500.00
冊

冊指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

療養諸費

 1 一般被保険者療養給付費

 1

2,108,770,205

2,033,242,701

2,133,601,073

95.3

02 01 01 01一般被保険者療養給付費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険一般被保険者

医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第42条、第45条に基づき保険給付を適正に執行します。

2,133,601,073 2,033,242,701 円円

一般被保険者療養給付費事業
　一般被保険者が医療機関等で診療を受けた費用額に対し、法に基づく保険給付費を支給しました。
　なお、給付割合は以下のとおりです。
　⑴　未就学児は８割
　⑵　６歳以上（未就学児は除く）70歳未満は７割
　⑶　70歳以上75歳未満は８割（現役並み所得者は７割、平成26年４月１日までに70歳に達している者は９割）

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報　様式15-C
表1）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

144,744.00

138,369.00

件

件

件

件

149,986.00

150,964.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

療養諸費

 2 退職被保険者等療養給付費

 1

20,599,795

18,539,346

37,169,644

49.9

02 01 02 01退職被保険者等療養給付費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険退職被保険者等

医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第42条、第45条に基づき保険給付を適正に執行します。

37,169,644 18,539,346 円円

退職被保険者等療養給付費事業
　退職被保険者等が医療機関等で診療を受けた費用額に対し、法に基づく保険給付費を支給しました。
　なお、給付割合は以下のとおりです。
　⑴　未就学児は８割
　⑵　６歳以上（未就学児は除く）65歳未満は７割

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報　様式18-F
表1）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

2,220.00

969.00

件

件

件

件

4,448.00

6,803.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

療養諸費

 3 一般被保険者療養費

 1

18,600,000

18,409,425

23,151,262

79.5

02 01 03 01一般被保険者療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険一般被保険者

一般被保険者、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第54条の規定に基づく療養費を適正に執行します。

23,151,262 18,409,425 円円

一般被保険者療養費事業
　一般被保険者の補装具、柔道整復及び鍼灸等の療養に係る費用に対し、法に基づく保険給付費を支給しました。
　なお、給付割合は以下のとおりです。
　⑴　未就学児は８割
　⑵　６歳（未就学児は除く）以上70歳未満は７割
　⑶　70歳以上75歳未満は８割（現役並み所得者は７割、平成26年４月１日までに70歳に達している者は９割）

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報　様式15-C
表1）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

3,631.00

3,236.00

件

件

件

件

4,017.00

4,178.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

療養諸費

 4 退職被保険者等療養費

 1

180,000

67,161

353,633

19

02 01 04 01退職被保険者等療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険退職被保険者等

退職被保険者等、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第54条の規定に基づく療養費を適正に執行します。

353,633 67,161 円円

退職被保険者等療養費事業
　退職被保険者等の補装具、柔道整復及び鍼灸等の療養に係る費用に対し、法に基づく保険給付費を支給しました。
　なお、給付割合は以下のとおりです。
　⑴　未就学児は８割
　⑵　６歳以上（未就学児は除く）65歳未満は７割

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報　様式18-F
表1）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

67.00

13.00

件

件

件

件

147.00

217.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

療養諸費

 5 審査支払手数料

 1

6,936,000

6,814,734

7,045,456

96.7

02 01 05 01審査支払手数料事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険団体連合会

国民健康保険団体連合会

　医療機関から送付されるレセプト（診療報酬明細書）の審査及び診療報酬の支払事務を、適正
に執行します。

7,045,456 6,814,734 円円

審査支払手数料事業
　医療機関等から送付されるレセプト（診療報酬明細書）の内容審査及び診療報酬額の支払事務を、国民健康保険団
体連合会に委託し、それに伴う事務手数料を支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

審査件数（請求内訳）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

150,834.00

143,391.00

件

件

件

件

160,204.00

161,632.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

高額療養費

 1 一般被保険者高額療養費

 2

261,683,913

253,323,950

252,240,796

100.4

02 02 01 01一般被保険者高額療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険一般被保険者

一般被保険者、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第57条の２の規定に基づく高額療養費を適正に執行し、被保険者の経済的負担
を軽減します。

252,240,796 253,323,950 円円

一般被保険者高額療養費事業
　医療費の一部負担金（自己負担額）が高額になり、一定額（自己負担限度額）を超えた場合に、その超えた額を高
額療養費として支給しました。
　なお、自己負担限度額は、以下のとおりです。
　⑴　70歳未満の人　
　　ア　旧ただし書所得901万円を超える世帯　252,600円
　　　　（医療費が842,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　イ　旧ただし書所得600万円超から901万円以下の世帯　167,400円
　　　　（医療費が558,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　ウ　旧ただし書所得210万円超から600万円以下の世帯　80,100円
　　　　（医療費が267,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　エ　旧ただし書所得210万円以下の世帯　57,600円
　　オ　住民税非課税世帯　35,400円
　⑵　70歳以上の人（平成30年8月以降）
　　ア　現役並所得者（同一世帯に一定の所得（課税所得が145万円）以上の70歳以上の国保被保険者がいる人)
　　　(ｱ)　課税所得690万円以上
　　　　　 252,600円（医療費が842,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　　(ｲ)　課税所得380万円以上690万円未満
　　　　　 167,400円（医療費が558,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　　(ｳ)　課税所得145万円以上380万円未満
　　　　　 80,100円（医療費が267,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　　イ　一般
　　　　外来18,000円
　　　　外来＋入院57,600円
　　ウ　低所得Ⅱ（同一世帯の世帯主及び国保被保険者が住民税非課税の人（低所得Ⅰ以外の人））
　　　　外来8,000円
　　　　外来＋入院24,600円
　　エ　低所得Ⅰ（同一世帯の世帯主及び国保被保険者が住民税非課税で、その世帯の各所得が必要経費・控除（年
　　　金の所得は控除額を80万円として計算）を差し引いたときに０円となる人）
　　　　外来8,000円
　　　　外来＋入院15,000円

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

4,757.00

4,844.00

件

件

件

件

4,514.00

4,462.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

高額療養費

 2 退職被保険者等高額療養費

 2

3,883,782

3,883,782

7,045,621

55.1

02 02 02 01退職被保険者等高額療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険退職被保険者等

退職被保険者等、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第57条の２の規定に基づく高額療養費を適正に執行し、被保険者の経済的負担
を軽減します。

7,045,621 3,883,782 円円

退職被保険者等高額療養費事業
　医療費の一部負担金（自己負担額）が高額になり、一定額（自己負担限度額）を超えた場合に、その超えた額を高
額療養費として支給しました。
　なお、自己負担限度額は、以下のとおりです。
　⑴　旧ただし書所得901万円を超える世帯　252,600円
　　　　（医療費が842,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　⑵　旧ただし書所得600万円超から901万円以下の世帯　167,400円
　　　　（医療費が558,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　⑶　旧ただし書所得210万円超から600万円以下の世帯　80,100円
　　　　（医療費が267,000円を超えた場合は、その超えた分の１％を加算）
　⑷　旧ただし書所得210万円以下の世帯　57,600円
　⑸　住民税非課税世帯　35,400円

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

100.00

57.00

件

件

件

件

230.00

347.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

高額療養費

 3 一般被保険者高額介護合算療養費

 2

157,305

108,090

243,069

44.5

02 02 03 01一般被保険者高額介護合算療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険一般被保険者

一般被保険者、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第57条の３の規定に基づく高額介護合算療養費を適正に執行し、被保険者の経
済的負担を軽減します。

243,069 108,090 円円

一般被保険者高額介護合算療養費事業
　医療費の一部負担金（自己負担額）が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合に、前年８月から当該年の
７月までの１年間における国民健康保険と介護保険の自己負担限度額を適用後に合算して自己負担限度額を超えた額
を高額療養費として支給しました。
　なお、自己負担限度額は、以下のとおりです。
　⑴　70歳未満の人の世帯（平成28年７月以降）
　　ア　旧ただし書所得901万円を超える世帯　　　 　　　2,120,000円
　　イ　旧ただし書所得600万円超から901万円以下の世帯　1,410,000円
　　ウ　旧ただし書所得210万円超から600万円以下の世帯  　670,000円
　　エ　旧ただし書所得210万円以下の世帯             　　600,000円
　　オ　住民税非課税の世帯　                       　   340,000円
　⑵　70歳以上の人の世帯（平成30年８月以降）
　　ア　旧ただし書所得901万円を超える世帯　　　　　 　2,120,000円
　　イ　旧ただし書所得600万円超から901万円以下の世帯　1,410,000円
　　ウ　旧ただし書所得210万円超から600万円以下の世帯　　670,000円
　　エ　旧ただし書所得210万円以下の世帯　　　　　　　　 560,000円
　　オ　住民税非課税の世帯　　　　　　　　　　　　　　　310,000円
　　カ　住民税非課税の世帯（所得が一定以下）　　　　　　190,000円

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

11.00

10.00

件

件

件

件

6.00

6.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

高額療養費

 4 退職被保険者高額介護合算療養費

 2

0

0

0

-

02 02 04 01退職被保険者高額介護合算療養費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療を受けた国民健康保険退職被保険者等

退職被保険者等、医療機関及び国民健康保険団体連合会

　国民健康保険法第57条の３の規定に基づく高額介護合算療養費を適正に執行し、被保険者の経
済的負担を軽減します。

0 0 円円

退職被保険者高額介護合算療養費事業
　医療費の一部負担金（自己負担額）が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合に、前年８月から当該年の
７月までの１年間における国民健康保険と介護保険の自己負担限度額を適用後に、合算して自己負担限度額を超えた
額を高額療養費として支給しました。（当該年度については、支出はありませんでした。）
　なお、自己負担限度額は、以下のとおりです。
　⑴　旧ただし書所得901万円を超える世帯　　　　　 　2,120,000円
　⑵　旧ただし書所得600万円超から901万円以下の世帯　1,410,000円
　⑶　旧ただし書所得210万円超から600万円以下の世帯  　670,000円
　⑷　旧ただし書所得210万円以下の世帯　           　  600,000円
　⑸　住民税非課税の世帯                          　　340,000円

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

0.00

1.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

移送費

 1 一般被保険者移送費

 3

50,000

0

0

-

02 03 01 01一般被保険者移送費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療による移送を必要とした国民健康保険一般被保険者

国民健康保険一般被保険者

　国民健康保険法第54条の４の規定に基づく移送費を適正に執行し、被保険者の経済的負担を軽
減します。

0 0 円円

一般被保険者移送費事業
　必要と認められる重病人の入院や転院などの移送費を支給しました。（当該年度については、支出はありませんで
した。）

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

3.00

0.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

移送費

 2 退職被保険者等移送費

 3

25,000

0

0

-

02 03 02 01退職被保険者等移送費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

保険診療による移送を必要とした国民健康保険退職被保険者等

国民健康保険退職被保険者等

　国民健康保険法第54条の４の規定に基づく移送費を適正に執行し、被保険者の経済的負担を軽
減します。

0 0 円円

退職被保険者等移送費事業
　必要と認められる重病人の入院や転院などの移送費を支給します。（当該年度については、支出はありませんでし
た。）

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

0.00

0.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

出産育児諸費

 1 出産育児一時金

 4

12,611,000

9,648,620

15,935,560

60.5

02 04 01 01出産育児一時金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

出産をした国民健康保険被保険者

国民健康保険被保険者

　国民健康保険法第58条の規定に基づき適正に執行することにより、国民健康保険被保険者の出
産費用を軽減し、安心して出産できるようにします。

15,935,560 9,648,620 円円

出産育児一時金事業
　被保険者が出産したときに、一時金として404,000円を支給しました。（産科医療補償制度の対象となる分娩につい
ては規則において16,000円を加算します。）
　なお、妊娠12週（85日）以降であれば、死産・流産でも支給します。

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

38.00

23.00

件

件

件

件

40.00

31.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 保険給付費

葬祭諸費

 1 葬祭費

 5

2,300,000

2,200,000

1,850,000

118.9

02 05 01 01葬祭費事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

葬祭を行った国民健康保険被保険者

国民健康保険被保険者

　国民健康保険法第58条の規定に基づき適正に執行することにより、国民健康保険被保険者が死
亡したときの葬祭費に係る経済的負担を軽減します。

1,850,000 2,200,000 円円

葬祭費事業
　被保険者が死亡したときに、その者の葬祭を行う者に対して、葬祭費50,000円を支給しました。

個別計画による目標値
はありません。

支給件数（事業年報）

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

37.00

44.00

件

件

件

件

41.00

48.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

 1 一般被保険者医療給付費分

 1

775,102,000

775,101,274

0

-

03 01 01 01一般被保険者医療給付費分納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険一般被保険者

愛知県

　国民健康保険法の規定に基づき一般被保険者に係る医療給付費分納付金を愛知県に支出しま
す。

0 775,101,274 円円

一般被保険者医療給付費分納付金事業
　一般被保険者に係る医療給付費分の国民健康保険事業費納付金を、愛知県に支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

国民健康保険事業費納付金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

0.00

775,101,274.00

0.00

0.00

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

 2 退職被保険者等医療給付費分

 1

5,506,000

5,505,599

0

-

03 01 02 01退職被保険者等医療給付費分納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険退職被保険者等

愛知県

　国民健康保険法の規定に基づき退職被保険者等に係る医療給付費分納付金を愛知県に支出しま
す。

0 5,505,599 円円

退職被保険者等医療給付費分納付金事業
　退職被保険者等に係る医療給付費分の国民健康保険事業費納付金を、愛知県に支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

国民健康保険事業費納付金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

0.00

5,505,599.00

0.00

0.00

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

 1 一般被保険者後期高齢者支援金等分

 2

250,138,000

250,137,512

0

-

03 02 01 01一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険一般被保険者

愛知県

　国民健康保険法の規定に基づき一般被保険者に係る後期高齢者支援金等分を愛知県に支出しま
す。

0 250,137,512 円円

一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金事業
　一般被保険者に係る後期高齢者支援金等分の国民健康保険事業費納付金を、愛知県に支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

国民健康保険事業費納付金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

0.00

250,137,512.00

円

円

円

円

0.00

0.00

円

円円

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

 2 退職被保険者等後期高齢者支援金等分

 2

1,865,000

1,864,024

0

-

03 02 02 01退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険退職被保険者等

愛知県

　国民健康保険法の規定に基づき退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等分納付金を愛知県に
支出します。

0 1,864,024 円円

退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金事業
　退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等分の国民健康保険事業費納付金を、愛知県に支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

国民健康保険事業費納付金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

0.00

1,864,024.00

0.00

0.00

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 国民健康保険事業費納付金

介護納付金分

 1 介護納付金分

 3

82,700,000

82,699,068

0

-

03 03 01 01介護納付金分納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険介護２号被保険者

愛知県

　国民健康保険法の規定に基づき介護２号被保険者に係る介護納付金分納付金を愛知県に支出し
ます。

0 82,699,068 円円

介護納付金分納付金事業
　介護２号被保険者に係る介護納付金分の国民健康保険事業費納付金を、愛知県に支出しました。

個別計画による目標値
はありません。

国民健康保険事業費納付金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

0.00

82,699,068.00

円

円

円

円

0.00

0.00

円

円円

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 4 共同事業拠出金

その他共同事業拠出金

 1 その他共同事業拠出金

 1

193,276

193,276

62,789

307.8

04 01 01 01その他共同事業費拠出金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険団体連合会

　国民健康保険第三者行為求償事務を適正に遂行します。

62,789 193,276 円円

その他共同事業費拠出金事業
　第三者行為（主に交通事故による傷病で、国民健康保険による保険給付を受けた場合）の求償事務を国民健康保険
団体連合会に委託しているため、その取扱手数料を支払いました。（第三者行為損害賠償額×３％×消費税）

個別計画による目標値
はありません。

第三者行為求償事務件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

5.00

13.00

件

件

件

件

9.00

11.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 5 保健事業費

保健事業費

 1 保健衛生普及費

 1

687,977

577,387

2,524,669

22.9

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

05 01 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

保健衛生普及費事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険被保険者、国民健康保険団体連合会

　被保険者自らの健康への関心を高め、日常の健康管理や健康に関する取組により、被保険者の
健康保持及び医療費の抑制が図られるようにします。

2,524,669 577,387 円円

保健衛生普及費事業　
　疾病予防に資するため、以下の事業を実施しました。
　⑴　医療費の通知（年６回）
　⑵　後発（ジェネリック）医薬品の差額通知（年２回）

平成 年度

平成 年度

平成 年度

通

医療費通知の通知数

25,574.00

24,887.00

個別計画による目標値
はありません。

％

後発（ジェネリック）医薬品の
利用割合

ジェネリック医薬品レセプト件
数÷総レセプト件数×100

60.10

64.63

55.65

66.35

72.45

過去２か年の平均

通

通

通

通

％

％

％

％

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

62.90
％

57.30
％

49.55
％

27,048.00
通

26,414.00
通

通指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 5 保健事業費

保健事業費

 2 疾病予防費

 1

2,759,023

2,159,397

2,524,669

85.5

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

05 01 02 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

疾病予防事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険被保険者、国民健康保険団体連合会

　被保険者自らの健康への関心を高め、日常の健康管理や健康に関する取組により、被保険者の
健康保持及び医療費の抑制が図られるようにします。

2,524,669 2,159,397 円円

疾病予防事業
　疾病予防に資するため、以下の事業を実施しました。
　⑴　糖尿病重症化予防
　⑵　文化産業まつりにおける健康コーナーの開設（体力診断システム測定業務等の業務委託）
　⑶　栄養指導用備品の購入

平成 年度

平成 年度

平成 年度

人

糖尿病重症化予防（平成30年度
～）の指導者数

0.00

145.00

個別計画による目標値
はありません。

％

国民健康保険の総医療に占める
糖尿病の割合

ＫＤＢ（国保データベース）の
「医療費分析⑵大、中、細小分
類」の入院と外来を合わせた割
合 5.90

5.50

個別計画による目標値
はありません。

人

人

人

人

％

％

％

％

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

6.10
％

6.10
％ ％

0.00
人

0.00
人

人指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 5 保健事業費

特定健康診査等事業費

 1 特定健康診査等事業費

 2

31,300,000

26,094,165

30,403,704

85.8

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

05 02 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

特定健康診査等事業費

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者（40歳以上）

国民健康保険被保険者（40歳以上）

　糖尿病等の生活習慣病、とりわけメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者及び
予備群を減少させることにより、疾病の予防・改善や健康増進を図り、将来的な医療費の抑制を
図ります。

30,403,704 26,094,165 円円

特定健康診査等事業
　⑴　特定健康診査
　　　受診希望者に配慮し、集団健診・個別健診の２種類の受診形態で行いました。
　　　集団健診は、イーストプラザいこまい館において、14日間の日程で実施しました。
　　　個別健診は、町内14医療機関において５月１日から11月30日の期間で実施しました。
　　　特定健診対象者数　6,333人　受診者　2,756人　受診率　43.5％（速報値）
　⑵　特定保健指導（動機付け支援）
　　　特定健康診査により「動機付け支援に該当」と判断された者に、生活習慣の改善のための取組に係る動機づけ
　　の支援（特定健診の結果について、面接を原則１回実施し、生活習慣の改善点・伸ばすべき行動等に気づき、自
　　ら目標を設定し行動に移せるように保健指導を行い、３～６か月後に実績評価を実施。）を行いました。
　　　町内５医療機関及び健康課において実施しました。利用者数　130人
　⑶　特定保健指導（積極的支援）
　　　特定健康診査により「積極的支援該当」と判断された者に、生活習慣の改善を目的として継続的支援（特定健
　　診の結果について、初回に面接を実施し、生活習慣の改善点・伸ばすべき行動等に気づき、自ら目標を設定し行
　　動に移せるように保健指導を行い、その後、３か月以上の健康相談、栄養相談、運動指導等の継続的な支援を実
　　施する。初回時面接から６か月以上経過後に実績評価を実施。）を行いました。
　　　希望者には25回分のジム無料券を配布し、運動習慣が継続できるように支援しました。利用者数　20人
　　　また、対象者向けの教室を12回開催しました。
　⑷　特定保健指導未利用者対策事業
　　　特定保健指導未利用者に対し、夜間休日の専門職による電話勧奨、初回面接、教室を実施しました。
　　（年２回）
　⑸　特定健康診査の受診率向上のため、夜間の電話勧奨を実施しました。
　⑹　特定健診の周知について
　　　各医療機関、公共施設にのぼり旗を設置しました。また、老人クラブ、シルバー人材センターの会員に向けて
　　周知を行いました。
　⑺　名古屋大学共同事業　東郷いきいき度チェック参加者　255名

平成 年度

平成 年度

平成 年度

人

特定保健指導対象者数

特定保健指導の対象者数（動機
付け支援＋積極的支援）

406.00

349.00

個別計画による目標値
はありません。

％

特定保健指導利用率（初回面接
実施率）

特定保健指導利用者数÷特定保
健指導対象者数【交付金実績
値】

49.30

50.40

個別計画による目標値
はありません。

人

人

人

人

％

％

％

％

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

30.10
％

24.10
％ ％

386.00
人

322.00
人

人指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 6 基金積立金

基金積立金

 1 基金積立金

 1

27,000

26,639

34,220

77.8

06 01 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

国民健康保険財政調整基金積立金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

国民健康保険財政調整基金

　国民健康保険特別会計の健全かつ安定的な財政運営を確保します。

34,220 26,639 円円

国民健康保険財政調整基金積立金事業
　⑴　東郷町国民健康保険財政調整基金の設置及び管理に関する条例に基づく国民健康保険財政調整基金運用利子を
　　積み立てました。
　⑵　基金残高
　　ア　平成29年度末残高　100,674,703円
　　イ　平成30年度中増減
　　 (ｱ)  決算積立　　　　 75,038,919円
　　 (ｲ)  利子積立　　　　　　 26,639円
　　 (ｳ)　取崩し　　　　　172,343,000円
　　ウ　平成30年度末残高　  3,397,261円

個別計画による目標値
はありません。

財政調整基金残高

年度末基金残高

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

100,674,703.00

3,397,261.00

円

円

円

円

79,917,901.00

124,737,593.00

円

円円

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 1 一般被保険者保険税還付金

 1

3,515,600

3,515,600

3,931,700

89.4

07 01 01 01一般被保険者保険税還付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

過誤納還付金が発生する国民健康保険一般被保険者

過誤納還付金が発生する国民健康保険一般被保険者

　国民健康保険税過誤納還付金を適正に執行します。

3,931,700 3,515,600 円円

一般被保険者保険税還付金事業
　一般被保険者に過年度遡及喪失による保険税過誤納金を還付しました。

個別計画による目標値
はありません。

過誤納還付件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

128.00

118.00

件

件

件

件

133.00

123.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 2 退職被保険者等保険税還付金

 1

84,400

0

0

-

07 01 02 01退職被保険者等保険税還付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

過誤納還付金が発生する国民健康保険退職被保険者等

過誤納還付金が発生する国民健康保険退職被保険者等

　国民健康保険税過誤納還付金を適正に執行します。

0 0 円円

退職被保険者等保険税還付金事業
　退職被保険者等に過年度遡及喪失による保険税過誤納金を還付します。（当該年度については、支出はありません
でした。）

個別計画による目標値
はありません。

過誤納還付件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

0.00

0.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 3 一般被保険者保険税還付加算金

 1

100,000

22,500

44,200

50.9

07 01 03 01一般被保険者保険税還付加算金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

過誤納還付加算金が発生する国民健康保険一般被保険者

過誤納還付加算金が発生する国民健康保険一般被保険者

　国民健康保険税過誤納還付加算金を適正に執行します。

44,200 22,500 円円

一般被保険者保険税還付加算金事業
　一般被保険者に過誤納還付加算金を支給しました。

個別計画による目標値
はありません。

過誤納還付加算金件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

14.00

7.00

件

件

件

件

13.00

9.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 4 退職被保険者等保険税還付加算金

 1

5,000

0

0

-

07 01 04 01退職被保険者等保険税還付加算金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

過誤納還付加算金が発生する国民健康保険退職被保険者等

過誤納還付加算金が発生する国民健康保険退職被保険者等

　国民健康保険税過誤納還付加算金を適正に執行します。

0 0 円円

退職被保険者等保険税還付加算金事業
　退職被保険者等に過誤納還付加算金を支給します。（当該年度については、支出はありませんでした。）

個別計画による目標値
はありません。

過誤納還付加算金件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

0.00

0.00

件

件件

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 5 保険給付費等交付金償還金

 1

50,674,000

50,673,386

0

-

07 01 05 01保険給付費等交付金償還金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

愛知県、社会保険診療報酬支払基金

　平成29年度に交付を受けた交付金の清算金を返還します。

33,514,293 50,673,386 円円

保険給付費等交付金償還金事業
　平成29年度に交付を受けた退職者医療交付金及び療養給付費等負担金の精算金を返還しました。
１　償還金の内訳
　⑴　　平成29年度国民健康保険療養給付費等負担金返還金（愛知県）　　45,734,105円
　⑵　　平成29年度退職者医療交付金返還金（社会保険診療報酬支払基金） 4,939,281円

個別計画による目標値
はありません。

返還金額

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

0.0033,514,293.00

050,673,386.00

29,406,339.00

1,071,468.00

0.00

0.00

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

償還金及び還付加算金

 6 特定健康診査等負担金償還金

 1

522,000

522,000

0

-

07 01 06 01特定健康診査等負担金償還金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国民健康保険被保険者

愛知県

　平成29年度に交付を受けた交付金の清算金を返還します。

165,000 522,000 円円

特定健康診査等負担金償還金事業
　平成29年度に交付を受けた特定健康診査・保健指導国庫負担金の精算金を返還しました。
１　償還金の内訳
　　平成29年度国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金　522,000円

個別計画による目標値
はありません。

返還金額

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

165,000.00

522,000.00

38,000.00

0.00

03  -

⑴　国民健康保険制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 7 諸支出金

延滞金

 1 延滞金

 2

1,000

0

0

-

07 02 01 01

⑴　国民健康保険制度の適正な運用

延滞金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

国、県、国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基金

国、県、国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基金

　保険給付の支払い遅延における延滞金を適正に執行します。

0 0 円円

延滞金事業
　保険給付の支払いが遅延した場合に延滞金を支出します。（当該年度については、支出はありませんでした。）

個別計画による目標値
はありません。

延滞件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

0.00

0.00

件

件

件

件

0.00

0.00

件

件件

03  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



国民健康保険東郷診療所特別会計 

 

１ 概  要 

平成３０年度における東郷町国民健康保険東郷診療所特別会計の歳入決算額は、１

２５，５４５千円で、前年度に対して５，１４８千円（３．９％）の減収となった。 

主な収入を前年度と比較するとその減額（伸率）は、診療収入△４，２８５千円

（△３．５％）、国庫支出金△２３３千円（皆減）、財産収入△３２千円（△４１．

６％）、繰入金△５８６千円（△９．９％）、県支出金△９０千円（皆減）となった。 

歳出決算額は１１９，３８１千円で、前年度に対して８９０千円（０．８％）の増

額となった。 

主な支出を前年度と比較するとその増減額（伸率）は、医業費△５２千円（△０．

１％）、施設整備費６３０千円（２０．９％）、訪問看護事業費３９６千円（２．

７％）となった。 

 

   歳入歳出決算額                      （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

歳 入 総 額 125,545 130,693 △5,148 △3.9 

歳 出 総 額 119,381 118,491  890 0.8 

歳入歳出差引額 6,164 12,202   

 

２ 歳  入 

  平成３０年度の歳入決算額は１２５，５４５千円で、前年度に対して５，１４８千

円（３．９％）の減収となった。 

 ⑴ 歳入決算額                       （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 診療収入 118,767 123,052 △4,285 △3.5 

２ 使用料及び手数料 822 749 73 9.7 

３ 国庫支出金 0 233 △233 皆減 

４ 財産収入 45 77 △32 △41.6 

５ 繰入金 5,343 5,929 △586 △9.9 

６ 繰越金 500 500 0 － 

７ 諸収入 68 63 5 7.9 

８ 県支出金 0 90 △90 皆減 

合  計 125,545 130,693 △5,148 △3.9 



 ⑵ 歳入決算額明細                      （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 診療収入 118,767 123,052 △4,285 △3.5 

  

国民健康保険診療報酬収入 17,250 19,671 △2,421 △12.3 

社会保険診療報酬収入 9,354 9,602 △248 △2.6 

後期高齢者診療報酬収入 32,776 34,644 △1,868 △5.4 

一部負担金 12,488 13,256 △768 △5.8 

その他の保険等診療報酬収入 10,688 9,598 1,090 11.4 

諸検査等収入 1,092 690 402 58.3 

受託検査等収入 24,890 25,348 △458 △1.8 

訪問看護療養事業収入 5,662 6,060 △398 △6.6 

訪問看護介護事業収入 4,567 4,183 384 9.2 

２ 使用料及び手数料 822 749 73 9.7 

  
使 用 料 84 79 5 6.3 

手 数 料 738 670 68 10.1 

３ 国庫支出金 0 233 △233 皆減 

  国 庫 補 助 金 0 233 △233 皆減 

４ 財産収入 45 77 △32 △41.6 

  
利子及び配当金 45 77 △32 △41.6 

物品売払収入 0 0 0 － 

５ 繰入金 5,343 5,929 △586 △9.9 

  
一般会計繰入金 2,316 2,316 － － 

基金繰入金 3,027 3,613 △586 △16.2 

６ 繰越金 500 500 0 － 

  繰 越 金 500 500 0 － 

７ 諸収入 68 63 5 7.9 

  雑   入 68 63 5 7.9 

８ 県支出金 0 90 △90 皆減 

 県補助金 0 90 △90 皆減 

合  計 125,545 130,693 △5,148 △3.9 

 

３ 歳  出 

平成３０年度の歳出決算額は１１９，３８１千円で、前年度に対して８９０千円

（０．８％）の増額となった。 

  その主な内容は、総務費が５２，３４３千円で全体の４３．９％を占め、次に医業費

が４８，３１８千円で全体の４０．５％を占めている。 

 

 



⑴ 歳出決算額                        （単位：千円、％） 

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 総  務  費 52,343 52,395 △52 △0.1 

２ 医  業  費 48,318 48,370 △52 △0.1 

３ 施 設 整 備 費 3,651 3,021 630 20.9 

４ 訪問看護事業費 15,025 14,629 396 2.7 

５ 諸 支 出 金 44 76 △32 △42.1 

６ 予  備  費 0 0 0 － 

合   計 119,381 118,491 890 0.8 
 

  

⑵ 診療所の診療人数状況                     （単位：人） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減 

外 来 患 者 12,441 12,720 △279 

 

一般外来 8,563 9,322 △759 

検診・健診 1,492 1,409 83 

予防接種 2,386 1,989 397 

訪 問 診 察 740 646 94 

 

愛厚ホーム 567 490 77 

往診診察 173 156 17 

合  計 13,181 13,366 △185 

診療収入額（千円） 108,538 112,809 △4,271 

１人当たりの収入額(円) 8,234 8,440 △206 
 

 

⑶ 訪問看護事業の利用状況                     （単位：回）                     

区   分 平成３０年度 平成２９年度 増減 

訪 問 数 
医療保険 508 567 △59 

介護保険 641 728 △87 

合  計 1,149 1,295 △146 

事業収入額（千円） 10,229 10,243 △14 

１訪問当たりの収入額(円) 8,902 7,910 992 

事業の内容については、次ページ以降のとおりである。 



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

施設管理費

 1 一般管理費

 1

53,363,000

52,249,807

52,283,340

99.9

01 01 01 02

⑵　地域医療の充実

診療所一般管理事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

職員及び外来患者

診療所施設及び業者、医師会等

　医療事務に関する必要な知識を身に付けるとともに、医療事務が円滑かつ効率的に運営できる
ようにします。

10,905,849 11,043,873 円円

診療所一般事務事業
　受付及び医療費請求事務を医療事務の専門業者に委託し、業務の効率化を図りました。
　また、医学の急速な進歩に対応するため、研修会、学術書、専門機関のホームページ等を通じ情報収集や専門知識
の習得に努めました。
　災害時救護所の運営にあたり、「東郷町災害時医療救護活動マニュアル（急性期）」を保健予防・医療助産救護班
の職員と作成しました。
　⑴　医師会及び看護協会への加盟
　　　医師会及び看護協会が主催する会議や研修会へ参加することなどにより、医療に関する社会の動き、医療及び
　　看護の知識・技術の習得を行いました。
　⑵　事務臨時職員の雇用
　　　事務補助のための臨時職員１名を雇用しました。
　⑶　医療受付事務
　　　医療受付事務を専門業者に委託し、専門かつ丁寧な受付や正確かつ適正な診療報酬請求に努めました。
　⑷　医療従事者への予防接種等
　　　医療業務に従事する医師、看護師等へのインフルエンザ予防接種やＨＢＳ抗原・抗体検査等、放射線被ばく測
　　定を実施しました。
　⑸　消費税の納付
　　　人間ドック及び予防接種料等の収入（診療報酬を除く。）に対する平成29年度分消費税（確定納付）、平成
　　30年度分消費税（中間納付）を支出しました。
　⑹　往診車両の管理
　　　往診で使用する普通自動車の維持管理を行いました。

個別計画による目標値
はありません。

医師会学会、看護師研修参加回
数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

回

20.00

15.00

回

回

回

回

8.00

7.00

回

回回

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

委員会費

 1 委員会費

 2

120,000

92,762

111,996

82.8

01 02 01 01

⑵　地域医療の充実

診療所運営委員会運営事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

地域住民及び外来患者

東郷診療所運営委員会

　診療所運営委員会を適正に開催するとともに、診療所事業が適正かつ円滑に運営できるように
します。

111,996 92,762 円円

診療所運営委員会運営事業
　東郷町国民健康保険東郷診療所運営委員会規則に基づき、運営委員（９人）による東郷診療所運営委員会を２回　
開催し、診療所の運営に関する重要な事項について審議しました。

個別計画による目標値
はありません。

運営委員会開催回数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

回

2.00

2.00

回

回

回

回

2.00

2.00

回

回回

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 医業費

医業費

 1 医業費

 1

54,997,000

48,318,354

48,370,439

99.9

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

02 01 01 01

⑵　地域医療の充実

診療所運営事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

診療の必要がある人、町民

診療の必要がある人、町民、職員等、東郷町診療所施設設備

　安心して受診できる診療体制を確立するとともに、疾病の早期発見や適切な治療を提供しま
す。

48,370,439 48,318,354 円円

診療所運営事業
　平成30年度における外来患者及び往診等を行った患者の合計は13,181人でした。
　町民の健康維持を図るため、特定健診やがん検診、安心人間ドックなどの健診等を1,492件実施しました。また、
予防接種を2,386件実施しました。
　⑴　医療機器
　　　内視鏡カメラの不具合が生じ、照明レンズ、アングルワイヤー等の交換修理を行いました。
　⑵　医薬材料
　　　治療及び予防のために処方する医薬材料を購入しました。
　⑶　臨床検査
　　　受診者の状態を把握するための病理学的検査や各種臨床検査について、検査精度を確保するため専門業者に委
　　託しました。
　⑷　臨時医師等雇用
　　ア　藤田医科大学病院から専門医（循環器内科、肝胆膵内科、消化器内科）を派遣いただき、毎週金曜日と土曜
　　　日に診療を行いました。
　　イ　診療、看護業務の円滑な遂行を図るため、看護師（４人）放射線技師（１人）を雇用しました。

平成 年度

平成 年度

平成 年度

人

検査人数

検査を行った人の人数（特定健
康診査、各種がん検診、結核検
診、人間ドック、自費健診な
ど） 1,409.00

1,492.00

個別計画による目標値
はありません。

人

診療患者数

患者の延べ人数

13,092.00

13,366.00

13,196.00

13,366.00

13,181.00

前年度の実績

人

人

人

人

人

人

人

人

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

13,092.00
人

13,196.00
人

13,929.00
人

1,405.00
人

1,343.00
人

人指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 施設整備費

施設整備費

 1 施設整備費

 1

5,150,000

3,650,464

3,020,502

120.9

03 01 01 01

⑵　地域医療の充実

診療所管理事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

診療の必要がある人、町民、職員等

東郷診療所施設設備、職員等

　施設の機能を適正に維持することで、快適な診療環境を提供します。

3,020,502 3,650,464 円円

診療所管理事業
　⑴　快適な診療環境を保つため、施設の日常及び定期的な清掃、受水槽清掃、消防設備保守点検、空調設備保守点
　　検、自家用電気工作物保守点検、自動ドア保守点検及び機械警備の業務を委託しました。
　⑵　施設整備費
　　　診療所内の和式トイレを洋式トイレに改修する工事を行いました。
　⑶　災害対策
　　　停電等の災害時に活用できるよう、自家発電機を設置しました。
　

個別計画による目標値
はありません。

施設管理委託業務数

保守点検や維持管理について業
者委託している件数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

件

7.00

7.00

件

件

件

件

8.00

7.00

件

件件

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 4 訪問看護事業費

訪問看護事業費

 1 訪問看護事業費

 1

15,895,000

15,025,156

14,628,558

102.7

事業の目的体系

１ 事 業 名

２

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

施策の展開方向：

04 01 01 02

⑶　かかりつけ医制度の推進

訪問看護事業

(Do)一般事業の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
ど の よ う な 状 態 に 　

し た い の か ( 意 図 ) 　

７　直接事業費計

６
　
成
果
指
標

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

町内の家庭内における療養上の看護が必要な人及びその家族

町内の家庭内における療養上の看護が必要な人及びその家族

　要介護者及び要医療者の精神及び身体の現状の維持・回復を図り、安心して在宅で暮らすこと
ができるようにします。

3,026,981 3,046,798 円円

訪問看護事業
　主治医の指示のもと訪問看護師が利用者の自宅を訪問し、在宅医療を延べ1,149回実施しました。また、訪
問看護に関する研修会、学術書、専門機関のホームページ等を通じ情報収集や専門知識の習得に努めました。
　⑴　在宅療養
　　ア　診療上の世話として病状の観察、食事・排泄・衛生の管理及び援助、精神面の支援を行いました。
　　イ　診療の補助とし褥創（じょくそう）の処置、カテーテルの管理、点滴注射などの医療処置、ターミナルケア
　　　（終末ケア)等を行いました。
　　ウ　機能回復のための訓練（リハビリテーション）の援助を行いました。
　　エ　家族への支援として療養上の指導、健康管理、精神的支援、レスパイト（家族負担の軽減のための助言）等
　　　を行いました。
　⑵　訪問看護ステーション協会及び看護協会への加盟
　　　訪問看護ステーション協会及び看護協会が主催する研修会等へ参加し、訪問看護に関する社会の動き、医療及
　　び訪問看護の知識・技術の習得を行いました。
　⑶　訪問車両の管理
　　　訪問看護業務に使用する軽自動車の法定点検、継続検査等の維持管理を行いました。

平成 年度

平成 年度

平成 年度

回

延べ訪問回数

1,295.00

1,149.00

個別計画による目標値
はありません。

分

１回当たりの訪問時間

年間患者宅滞在時間÷年間利用
件数（46,815分÷1,149件）

37.73

36.79

40.34

36.79

40.74

前年度実績

回

回

回

回

分

分

分

分

29

30

27

平成 年度28

平成 年度

平成 年度

平成 年度29

30

27

平成 年度28

37.73
分

40.34
分

39.78
分

1,221.00
回

1,200.00
回

回指 標 名

指 標 名

指標の説明
( 指 標 式 )

指標の説明
( 指 標 式 )

年 　 度

年 　 度

実 績 値

実 績 値 目 標 値 目標値の設定方法

個別計画、指針等による目標値

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 5 諸支出金

積立金

 1 積立金

 1

45,000

44,452

76,418

58.2

05 01 01 01

⑵　地域医療の充実

東郷診療所財政調整基金積立金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

診療の必要がある人

東郷診療所財政調整基金

　診療所の財政運営安定化のため、東郷町国民健康保険東郷診療所財政調整基金の設置及び管理
に関する条例に基づき積み立てを行う。

76,418 44,452 円円

東郷診療所財政調整基金積立金事業
　⑴　財政運営安定のため歳入歳出差引剰余金について、東郷町国民健康保険東郷診療所財政調整基金に積立を行い
　　ました。
　⑵　基金残高
　　ア　平成29年度末残高   67,531,202円
　　イ　平成30年度中増減
　 　 (ｱ)  決算積立　　　  11,701,626円
　　  (ｲ)  利個積立　　　　　　44,452円
　 　 (ｳ)  取崩し　　    　 3,027,000円
　　ウ　平成30年度末残高   76,250,280円
　　　　　　　　　　　　　

個別計画による目標値
はありません。

財政調整基金残高

年度末基金残高

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

67,531,202.00

76,250,280.00

円

円

円

円

65,606,949.00

53,545,382.00

円

円円

05  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ２　安心して医療を受けられる体制をつくる
総 合 計 画 の
施 策 体 系



後期高齢者医療特別会計 

 

１ 概  要 

  平成３０年度における東郷町後期高齢者医療特別会計の歳入決算額は、４９９，１８

８千円で、前年度に対して１１，９６２千円（２．５％）の増収となった。 

主な収入を前年度と比較するとその増額（伸率）は、後期高齢者医療保険料８，２

６３千円（２．０％）、国庫支出金１，７０６千円（皆増）となった。 

歳出決算額は４９７，１７４千円で、前年度に対して１３，２４９千円（２．

７％）の増額となった。 

主な支出を前年度と比較するとその増額（伸率）は、後期高齢者医療広域連合納付

金１１，１７４千円（２．３％）、総務費２，０７９千円（７２．８％）となった。 

 

⑴ 歳入歳出決算額                      （単位：千円、％） 

区  分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

歳 入 総 額 499,188 487,226 11,962 2.5 

歳 出 総 額 497,174 483,925 13,249 2.7 

歳入歳出差引額 2,014 3,301   

 

 ⑵ 被保険者数の状況                 （単位：人） 

平成３０年度末 平成２９年度末 増減 

4,818 4,522 296 

 

２ 歳  入                           

  平成３０年度の歳入決算額は４９９，１８８千円で、前年度に対して１１，９６２千

円（２．５％）の増収となった。 

その主な内容は、後期高齢者医療保険料が４３０，４６１千円で全体の８６．２％

を占め、一般会計からの事務費や保険基盤安定などの繰入金が６３，４６９千円（１

２．７％）となっている。 

 

 

 

 

 

 



 ⑴ 歳入決算額                        （単位：千円、％） 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 後期高齢者医療保険料 430,461 422,198 8,263 2.0 

２ 国庫支出金 1,706 0 1,706 皆増 

３ 繰入金 63,469 62,777 692 1.1 

４ 諸収入 251 236 15 6.4 

５ 繰越金 3,301 2,015 1,286 63.8 

合  計 499,188 487,226 11,962 2.5 

 

 ⑵ 歳入決算額の明細                     （単位：千円、％） 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

後期高齢者

医療保険料 

特別徴収 190,171 183,197 6,974 3.8 

普通徴収 238,934 237,984 950 0.4 

滞納繰越分 1,356 1,017 339 33.3 

繰入金 
事務費繰入金 2,016 3,978 △1,962 △49.3 

保険基盤安定繰入金 61,453 58,799 2,654 4.5 

 

３ 歳  出                           

平成３０年度の歳出決算額は４９７，１７４千円で、前年度に対して１３，２４９

千円（２．７％）の増額となった。 

その主な内容は、保険料納付金や保険基盤安定負担金などの後期高齢者医療広域連

合納付金が４９２，００７千円で全体の９９．０％を占め、一般管理費や徴収費など

の総務費が４，９３５千円（１．０％）となっている。 
 

 ⑴ 歳出決算額                        （単位：千円、％） 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 伸率 

１ 総務費 4,935 2,856 2,079 72.8 

２ 後期高齢者医療 

広域連合納付金 
492,007 480,833 11,174 2.3 

３ 諸支出金 232 236 △4 △1.7 

合  計 497,174 483,925 13,249 2.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ⑵ 医療給付費の概要 

   主な給付の状況（費用）                  （単位：件、千円） 

区   分 件数 費用額 
一部負担金 

相当額等 
保険給付額 

医 

療 

給 

付 

費 

医科 
入 院 3,144 1,808,745 117,209 1,691,536 

入院外 76,840 1,451,834 134,571 1,317,263 

歯   科 15,648 200,637 23,979 176,658 

調   剤 44,030 687,487 77,477 610,010 

食事療養費  83,961 47,582 36,379 

訪問看護費 300 57,288 3,342 53,946 

小 計 139,962 4,289,952 404,160 3,885,792 

医
療
支
給 

柔整・鍼灸 3,410 50,730 5,692 45,038 

補 装 具 156 6,123 742 5,381 

その他 2 46 △18 64 

小 計 3,568 56,899 6,416 50,483 

合 計 143,530 4,346,851 410,576 3,936,275 

 

事業の内容については、次ページ以降のとおりである。 



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 1 総務費

総務管理費

 1 一般管理費

 1

6,729,000

4,934,946

2,856,388

172.8

01 01 01 01

⑶　後期高齢者医療制度の適正な運用

後期高齢者医療一般管理事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

施策の展開方向：

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

後期高齢者医療被保険者

後期高齢者医療被保険者

　後期高齢者医療被保険者に対して適正かつ円滑な医療制度が受けられるよう、後期高齢者医療
事務を効率的に運営します。

2,856,388 4,934,946 円円

後期高齢者医療一般管理事業
　⑴　被保険者証を７月に一斉更新しました。
　⑵　７月に保険料決定通知書を送付しました。また、75歳年齢到達者等に対しては、年齢到達月の２か月後に決
　　定通知書を送付しました。
　⑶　確定申告に使用する保険料支払い証明書（後期高齢者医療分）を郵送しました。
　⑷　制度の周知と収納率の向上のため、新規年齢到達者等に対して、口座振替依頼書を送付しました。

個別計画による目標値
はありません。

広報紙への啓発記事掲載回数

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

回

3.00

3.00

回

回

回

回

3.00

3.00

回

回回

10  -

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 2 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

 1 後期高齢者医療広域連合納付金

 1

496,695,000

492,006,992

480,832,936

102.3

02 01 01 01後期高齢者医療広域連合納付金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

愛知県後期高齢者医療広域連合

愛知県後期高齢者医療広域連合

　被保険者から徴収した保険料を適切に広域連合へ納付します。

480,832,936 492,006,992 円円

後期高齢者医療広域連合納付金事業
　⑴　東郷町が集めた後期高齢者医療保険料の納付額
　　ア　特別徴収による納付　15,746件　190,170,800円（収納率100％）
　　イ　普通徴収による納付　17,423件　238,933,839円（収納率99.4％）
　　ウ　滞納繰越分の納付　　 　150件　　1,356,139円（収納率57.3％）
　⑵　後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金　
　　　愛知県後期高齢者医療広域連合が、低所得等の被保険者に対して後期高齢者医療保険料の負担軽減措置を行っ
　　た分の保険料について、財政基盤の安定化を図るため、町負担分を後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金とし
　　て愛知県後期高齢者医療広域連合へ支払いました。

個別計画による目標値
はありません。

保険料負担額

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

422,033,370.00

430,553,859.00

円

円

円

円

395,968,050.00

356,928,012.00

円

円円

10  -

⑶　後期高齢者医療制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系



予 算 現 額

決 算 額

前 年 度 決 算 額

対 前 年 比

款

項

目

円

円

円

％

 3 諸支出金

償還金及び還付加算金

 1 償還金及び還付加算金

 1

506,000

232,200

235,700

98.5

03 01 01 01償還金及び還付加算金事業

事業の目的体系

１． 事 業 名

２．

ｺｰﾄﾞ

Ⅰ．

(Do)内部事務の内容Ⅱ．

１ 誰のために(受益者)　　

２ 働きかける相手(対象)　　

３
どのような状態に　

したいのか(意図)　

６　直接事業費計

５
　
活
動
指
標

前年度決算額 決 算 額

４

評
価
対
象
年
度
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
実
施
し
た
の
か

後期高齢者医療被保険者

後期高齢者医療被保険者

　被保険者から納付された保険料を適正に還付します。

235,700 232,200 円円

償還金及び還付加算金事業
　被保険者から納付された保険料について、資格喪失以後の特別徴収などによって還付金が発生したため、還付しま
した。

個別計画による目標値
はありません。

還付金及び還付加算金

指標の説明
( 指 標 式 )

指 標 名

29

30平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度27

28

年 　 度 実 績 値 個別計画、指針等による目標値

円

235,700.00

232,200.00

円

円

円

円

326,500.00

263,800.00

円

円円

10  -

⑶　後期高齢者医療制度の適正な運用施策の展開方向：

基 本 目 標 ： 目標Ⅰ　健康で元気に暮らせるまち

基 本 施 策 ： ４　社会保障制度を適切に運用する
総 合 計 画 の
施 策 体 系


	13_H30決算の概要（国保）0802
	14_国民健康保険特別会計
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②






	2(293)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②
	①






	5(296)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③






	7(298)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③
	③






	10(301)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③






	12(303)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③
	③
	③


	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③
	③
	③


	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③


	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③
	③






	22(313)
	23(314)
	24(315)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	①






	26(317)
	2.業者提出用(03_国民健康保険特別会計)
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②
	③
	③
	③
	③
	③
	③


	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②







	15_H30決算の概要（診療所）0801
	16_国民健康保険東郷診療所特別会計
	バインダー1
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②
	②
	①
	②
	①
	②







	17_H30決算の概要（後期高齢者医療）
	18_後期高齢者医療特別会計
	4.業者提出用(10_後期高齢者医療特別会計)
	バインダー1
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	②







	2(339)
	4.業者提出用(10_後期高齢者医療特別会計)
	バインダー1
	バインダー1
	業者提出用(00_まとめ)
	04_業者提出用(00_まとめ)
	最終版_業者提出用(00_まとめ)
	白書
	③









